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年金制度改革の概要

· 保険料・・・現行13.58％→毎年0.354%アップ（最終18.3％）

· 年金額・・・現行、現役世代の6割→10年かけて段階的に5割（標準世帯の例）

· 70歳以上・・年金と賃金が一定額上回ると年金を減額
· 60歳前半・・在職老齢年金の一律2割カットを、一定の収入以上は全額カット
· 国庫負担率・・現行1/3→1/2（財源を一般化、増税で原資確保しかない）

· 国民年金・・保険料を毎年280円アップ。最終的に16,900円（現行13,300円/月）

· パート社員・・就労週30時間→20時間へ対象者を拡大。（5年後の見込み）

なぜ年金改革を焦るのか

・　財政再計算・・・５年毎に行うこととされている（H16年度が丁度その年）

· ５年後に大混乱することが確実

　　　団塊の世代（1947-50年生まれ/現在55歳前後）・・・前後世代より25％人口多い。

　　　この世代が５年後、ドカっと年金受給者となる

年金改革のカラクリ

· 従来から予測できていた。無策のツケを今になって国民へしわ寄せ。

こんな相談を受けたら、どのように答えますか？


　「うまい口車に乗せられて騙されたんだね。ご愁傷様」　

· 美味しい話で安心させ、巨額の資金を集め、結局は破綻→金融詐欺の典型的パターン

新聞各紙「逃げ水年金」→生ぬるいかも？

私「国営ねずみ講」→社労士(社会保険の手続きがメシの種)だが年金は扱いません。

背景と落としどころ予測

· 組織の行動基準　　民間企業：利益　　役人、官僚：権益（権限、許認可）

· 規制緩和の名の元で、見かけの権益は放棄→実質的権益へ（法的支配強化・天下り機関乱立）


· イタチの最後っ屁（社保庁民営化後に年金徳政令も？）　前例：公的資金注入、産業再生機構

年金被害を食い止めるには

・　様々な対策を講じても役所はすぐに芽を潰しにかかる。年金以外では発泡酒の例も。


年金の損得勘定

・　現行制度での損益分岐点・・
　
　

老後の安心は年金しかないのか

・　自分で運用すると・・・
· 頼るのは結局自分だけ

行政をアテにする時代は終焉（阪神大震災の例）

会社の存続も保証なし（企業30年説の崩壊）

自己責任（国営ねずみ講で泣くか、自分で失敗して泣くか・・・最悪どちらが諦めつく？）
参考:厚生年金の財政状況（H16年時点）


つまりはこういうこと・・・


現受給者　　　現在の加入者（将来の受給者）


じゃあ、どうすればいいの？

· 社会保険に加入しない(できない)対策をとればいいだけ。もちろん適法ですし、現に運用し実績もあります。但し全ての業種や社員さんに適用できるとは限りません。一定の条件がありますが、詳しく書くと役所がジャマしにかかるので、真剣にお考えなら直接お問い合わせ下さい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
金融商品に毎月、収入の10数％を40年近く掛け続けました。あと５年で満期の段階になって、掛け金の大幅引上げと支払期間の先延ばしを求めてきました。しかも最初に約束したもらえるはずの金額が２割も減らされ、この先またもや条件が変わることが確実だと言うんです。それも無理やり買わされたんです。





絶対大丈夫と安心させ→まだ大丈夫と追い討ち→突然約束を反故に


→クレームは後の祭り、預け先は破綻→被害者泣き寝入り





現在の受給者は、逃げ切り勝ち。


これからの受給者（現加入者）がその分まで負担する羽目に。








当面は問題の先送り→最後は得意の無責任体制で国民へしわ寄せ＝何でもあり


一例：○65歳雇用義務化確定、○消費税引上げ（5％→7％→10％）確実








賞与を多めにし保険料削減する対策→年間収入で保険料徴収されるように。


退職金の前払い制度で削減する対策→賃金とみなされてしまった。





生涯平均年収40万円　・平均保険料15％６万円


年金額は20万円/月　とそれぞれ仮定すると


●生涯支払保険料2800万円　●ペイ年齢76歳8ヶ月





25歳から40年間、月6万円づつ年利6.5％のファンドに積立


●40年後（65歳）に1億3776万円を現金化できる。





国庫負担


180兆円





100兆円





積立金


170兆円











保険料（13.58%分）


1,170兆円





将来の保険料ｱｯﾌﾟでの補填分


450兆円


（借金）





80兆円（借金）





年 金 給 付 に 必 要 な 資 金





Ｂ/Ｓ　530兆円の債務超過


Ｐ/Ｌ　今年度収入29兆775億


　　利益3089億(前年比-39.8%)





◇一般の会社で置き換えれば


年間売上　2900万円


利益　　　　30万円


借金　5億3000万円


・あなたはこんな会社の株


買いますか？





社会保険：健康保険+厚生年金の総称


一定条件の者は強制加入





対象は事業主又は人事担当者に限らせて頂きます。





H16時点での内容です。








